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都市計画法第１７条第２項に基づく意見と市の考え方（岐阜都市計画下水道の変更（案）） 

１ 縦覧期間  平成２７年３月２日 ～ 平成２７年３月１６日 

２ 意見書総数 ８件 

３ 提出された意見及び当該意見に対する市の考え方 

番号 意見（原文のとおり） 市の考え方 

１ 

 私は３９年前に大学を卒業し、就職を契機に職場への通勤に配慮して当時

の穂積町別府の借家に入居しました。当時、初任給９７，０００円、家賃１

６，０００円＋駐車料金でした。 

 借家の便所は汲み取り式でした。しかし、独身で結婚をめざし蓄えをする

ためには、この住環境で頑張るしかありませんでした。時代が進展する中、

結婚を契機に馬場へ居を移し、長男誕生を機に本田団地に一家を構えまし

た。馬場のアパート、本田団地はいずれも水洗式の便所でした。入居当時は

下水道が整備されていないことは全く知りませんでした。 

 県内市町村と下水道整備状況を比較すると、瑞穂市は限りなく最下位に近

く、発展を続ける瑞穂市としては悲しくなるような状況で、社会的評価は厳

しいものがあります。 

 人口減少の中、瑞穂市の人口（４月）は最近の５年間をみても２０１０（５

１，３４０人）、２０１１（５１，６９４人）、２０１２（５２，０９４人）、

２０１３（５２，４９１人）、２０１４（５２，９２０人）と増加傾向にあ

りますが、公共下水道が全市に普及していない状況は、市内に進出しようと

する企業にとっても住宅を新築して新たに住もうとする人にとっても大き

なマイナスと考えます。 

 これからも安定して発展を続け、今後、瑞穂市に新たに新築して居を構え、

健康で安心して暮らせる瑞穂市とするため、また、安定して環境負荷の低減

をするため、将来をみすえた現在縦覧中の下水道整備を１日も早く実現する

ことは、喫緊の課題であり、市民にとっても社会的な評価から見ても極めて

重要であると考えます。 

 瑞穂市の汚水処理施設の普及はかなり遅れており積極的な事業推進

が必要であると考えています。 

 瑞穂市は、岐阜県下では人口増加をしている数少ない自治体であり、

公共下水道が普及することで、企業が進出しやすい環境を整えること

にもつながるものと考えています。 

 瑞穂市の水環境が、今後、衛生的で安全なものとなり、健全なまち

として発展していくために早期の公共下水道の普及に努めていきたい

と考えています。 
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番号 意見（原文のとおり） 市の考え方 

２ 

 平成２３年１２月に市・行政は、下水道推進特別委員会の秘密会で、終末

処理場が牛牧下畑に決ったとして、説明会などの開催を求めて来ました。こ

れを受けて自治会及び地権者は事前に何らの案内も無い候補地の決定に断

固反対、白紙撤回を求める決議し、市に通告をしました。しかしながら、市

は表向きには決定の経緯などを真摯に説明をしたいなどと言っているよう

ですが、実体は市長の任期内に下水道建設の諸手続きを終わらせたい意向で

す。瑞穂市はまちづくり基本条例などを制定し、市民参加による開かれた市

政を目指していますが、「秘密会」など閉塞的な市政を行っているのも事実

です。秘密会の議事録によれば、候補地を６箇所から○○地区と牛牧下畑の

２ヶ所に絞られ、両地区を比較したメリット、デメリットを記されています。

しかし決定に至った根拠が曖昧です。両地区のメリット、デメリットをどう

ように比較して決定されたのか、具体的に開示し第三者などによる公開の場

で検証することを求めます、そもそも迷惑施設でなかったら、委員会を秘密

会にする必要はありません。秘密会にして候補地を決める前に、やるべきこ

とがあったはずです。よって候補地決定に改めて抗議し撤回を求めます。 

 下水処理場候補地は、公共下水道全体計画において選定し、客観的

な項目から評価を行いました。公共下水道を整備するためには、下水

処理場は最も重要な施設であり、候補地地域の方々と話し合う機会を

設け選定に至った経緯などを含め丁寧な説明を継続していきたいと考

えています。 

 市議会での下水処理場候補地の審議は、内容の重要性から慎重を期

すために秘密会で行われたものであると思っています。候補地の選定

に関する資料は、ホームページ等で公開しています。 

３ 

★瑞穂市の公共下水道整備計画が、早期に実現することを希望します。 

★岐阜都市計画下水道の変更（瑞穂市決定）案については、これまでに審議

検討が重ねられた上で決定されていると思います。何ら変更、異議の余地は

なく賛同いたします。 

・瑞穂市の水環境は、生活雑排水の垂れ流し等による良好な生活環境を悪化

させ、公衆衛生上の面からも早期解決を図らなければならない重要な課題

があります。 

・市の下水道整備計画では、下水道の敷設区域について市街化区域を対象と

したもので、管渠整備が広範囲に及ぶことは当然であり、終末処理場の選

定についても地理的条件等を勘案し瑞穂市の将来を展望したもので極め

て適切かつ妥当な決断であると思います。 

★瑞穂市の公共下水道整備計画は、平成２１年２月、瑞穂市下水道事業審議

 今回都市計画に定める排水区域は、すべてが市街化区域であり、都

市計画法第１３条第１１項で規定する都市計画基準の中で少なくとも

定める施設と規定されており、また、都市計画法第６条の２で規定す

る岐阜都市計画の整備、開発及び保全に関する方針（区域マスタープ

ラン）や都市計画法第１８条の２で規定する市の都市計画に関する基

本的な方針（市都市計画マスタープラン）において、公共下水道を整

備することが定められています。 

 水処理の観点からは、下水道法第２条の２で規定する流域別下水道

整備総合計画や廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条で規定する

一般廃棄物処理計画においても公共下水道が位置づけられています。

 以上の上位計画から今回計画決定の案としている市街化区域につい

ては、少なくとも公共下水道計画を定める必要があります。 
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番号 意見（原文のとおり） 市の考え方 

会から、「汚水処理計画の早期策定」の答申を受けて【瑞穂市下水道事業基

本構想】が策定されたことから市議会では、積極的に「下水道整備検討特別

委員会」（市議員１０名で構成）を設置、その後「下水道推進特別委員会」

に変更し、次の目的を掲げ市議会として取り組んだ経緯がある。 

・生活排水による河川の汚濁防止について、汚水処理方策の調査、研究 

・下水道事業は、長期にわたり多額の経費を要するので、自治体財政の負担

を慎重に検討 

・長期的な財政計画で費用対効果の検討 

等について、慎重に審議、検討を重ね【公共下水道整備の必要性】が有ると

結論付け、市議会に諮られ、市議会で賛成多数で議決された事業計画である

と確信しています。 

 市内排水路の水質状況等からも公共下水道整備が必要であります。

 一般廃棄物処理は市町村の責務であり、し尿処理施設整備を含めた

財政面や環境面、衛生面、安全性、利水、公平性からも市街地につい

ては公共下水道整備が有利であると考えています。 

 公共下水道事業により、財政面での不安が心配されますので、下水

道事業対策基金を設置利用することにより、一般会計繰入金の負担の

平準化を行い、企業会計の導入により財政健全化に努め進めていくこ

とを考えています。 

４ 

①災害対策上も計画の最検討が必要（審議会答申でも社会情勢の変化に応じ

て見直すことを付記）⇒気象状況の変化。人口減少予想が明確になった。 

②処理場の分散化で建設費を安価にすることが出来るのでは？ 

③人口集中地区（本田、牛牧団地、只越地区）や合併浄化槽の設置が出来な

い所のみを公共下水道で、他は合併浄化槽で、（補助金制度を作り推進を） 

④現計画のオキシデッチ法にこだわらず、他の方式の検討も 

⑤甘い接続率見込でなく、現実的な見込みでの収支のしなおしを 

⑥全市の汚水を１ヶ所の処理場で処理する予定の現計画は「処理場候補地の

選定（瑞穂市公共下水道全体計画の（４）と（１０）（１１）＝処理場周辺

住民の同意及び住民の合意が得られればならないから逸脱している。 

⑦市民参画のもとで、計画見直しを 

別紙明細添付 

【別紙明細】 

 現在、瑞穂市が進めようとしている公共下水道計画についての見直しをお

願い致します。 

理由としては、 

 上下水道事業審議会は、汚水処理に関しての諮問をし審議を頂きま

したので雨水排除については審議が行われておりません。下水処理場

の水槽部分の水位は、犀川遊水地の計画高水位や既往浸水位（昭和５

１年９月１２日水害）を考慮して計画しています。 

 下水道計画区域の多くが市街化区域であり、区域を細分化しても管

路延長に大きな差はなく、大幅に安価となることは見込めません。細

分化により複数の下水処理場の建設費や維持管理費が負担となること

や災害時の対応を考慮した上でも、行政面積が小さく人口密度が高い

瑞穂市の場合、より少ない処理施設の方が経済的でリスクが少ないと

考えています。また、国が示す下水処理場間の２kmルールから採択さ

れないことにもなります。 

 下水道基本構想の中で市内を集合処理（公共下水道）と個別処理（合

併処理浄化槽）との区域分けを行い、その上で公共下水道全体計画を

作成し、集合処理（公共下水道）とする区域の中でも、合併処理浄化

槽の設置状況を考慮して効率的な整備を進めていきたいと考えていま

す。 
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番号 意見（原文のとおり） 市の考え方 

１、災害（特に水害）については、Ｈ２０年～Ｈ２１年の下水道審議会では、

全く検討されていません。 

・審議会の開催された当時と現在では、気象状況が全く違います。 

 最近よく発令される『記録的短時間大雨情報』（Ｈ２６年１年間で全国２

０余件）記憶に新し広島の山崩れも１時間に１００㎜以上の大雨が原因で

す。この様な雨が瑞穂市全域に降り、瑞穂市で一番土地の低い計画地に流れ

込んだらどうなりますか？ 

・１９７６年の大雨の時には、牛牧小の校庭の高さよりも２ｍ高い位置まで

が水に浸かりました（市設置の標識もあります）。当時より水田が少なくな

り、水の遊水能力は極端に減っています。また雨の降り方も当時以上に激し

くなっています。更にそこへ全市の下水の水を持って行く事は、まさにお金

を掛けて災害の元をつくるようなものです。 

・五六川の排水機場を改修するから大丈夫と言われるでしょうが、時間１０

０mm以上の雨量に対応出来るか全くシュミレーションされていないし、審議

会でも検討されていません。集中処理場を1箇所とし、瑞穂市で一番低い土

地につくる事は大変に危険です。施設がパンクしたら全市でトイレが使用不

可になります。 

・市計画のオキシデーションデッチ法では、水害になると汚物があたり一面

に広がります。市は輪中堤防の高さにオキシのプールを設置するから大丈夫

だと言われるでしょうが、それでは土地の低い下畑に処理場をつくる意味が

無くなります。 

※災害対策上も処理場の分散化が必要です。 

下水道審議会の答申でも、付帯事項の（４）で社会情勢の変化に応じて、見

直す事を付記しています。審議会当時と現在では気象状況が大きく変化して

おり、又、当時は人ロ増が続くとの予想もピークは２０２５年で、その後は

減少予想（瑞穂市財政企画課資料）。計画の見直しを行う必要があります。 

２、処理場の分散化で建設費を安価にする事が出来るのでは？ 

 瑞穂市の水が流れ込む閉鎖性水域である伊勢湾では、水質汚濁防止

法により高度処理（窒素、リン総量規制等）が求められ、土壌被覆型

礫間接触酸化法は高度処理方式に適合しておらず、法律に高度処理と

して示された中で維持管理費が安価な処理方式を今回、採用していま

す。 

 水洗化率については、公共下水道全体計画策定時の岐阜県内市町村

の直近１０年間の実績を参考にしています。下水道経営に直結するも

のとしてご指摘の点には充分留意して進めていきたいと考えていま

す。合併処理浄化槽事業を進めた場合、現在生津地区にあるもとす広

域連合衛生施設し尿処理場の負担が増加することが予測でき、場合に

よっては、現施設の更新も考えられ、そうした費用が必要となると考

えています。 

 下水処理場の建設には、周辺住民の同意は大変重要な要素だと考え

ています。地権者、周辺住民の方には丁寧な説明と計画へのご理解を

頂くよう努めていきたいと考えています。 
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番号 意見（原文のとおり） 市の考え方 

・分散化は災害対策とともに建設費を安く出来るのでは・・・その訳は、処

理場を１箇所にすると管路が長くなります。建設費の８０％強が管路建設費

だからです。 

・処理場を1箇所にするとそこへ継なぐ管路を太く大きな直径の管にしなけ

ればならず、建設費が多くかかります。また、管路が長くなればなる程、悪

臭対策にもより余計な対策と費用が必要です。 

・エリア毎別に処理場を設置（牛牧地区は犀川の河川敷、本田は後述、只越

地区は、コミプラの活用）すれば処理範囲だけの管路の長さと太さで済みま

す。 

・終末処理場３０年計画は、建設も４期に分けての工事計画です。接続希望

がなければ、途中で工事はストップするとしていますが、太い管路を作った

以上、途中で止めることは難しくなるのではないでしょうか。たとえストッ

プしたとしても購入した土地と太い管路が無駄になります。 

・昔は、自分の家の汚物は畑で肥料として活用した。現代社会ではそうはい

きませんが、基本的には発生に近い所で処理すべきと考えます。 

※安価にする為にも分散化が必要です。 

維持費は、処理場の集中を図った方が安くなりますが、管路の長短、太さの

費用の建設費差額と処理場の集中と複数化の維持費用の比較がされていま

せん。 

３、人ロが集中していない地域及び合併浄化槽が設置出来る地域に公共下水

道は必要ありません。 

（逆に言うと人ロ集中地域で合併浄化槽設置をする広さの土地を持てない

所には公共下水道が必要となるが、他の方法、例えば土壌浄化法等も検討す

る必要があります）。 

公共下水道を造る事が目的ではない。水質を綺麗な状態で流す事が目的で

す。目的を間違えてはなりません。 

・単独浄化槽では、水質に問題があるので、高度合併浄化槽化を図るべきで
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番号 意見（原文のとおり） 市の考え方 

す。 

・審議会では、個人に任せておくと合併浄化槽化が進まないとしていますが、

いかに迅速に移行させるかが、殆ど検討されていません。 

・隣りの大野町では、高度合併浄化槽化を推進する為に、設置には４０％の

補助（国・県・町・各１／３）以外に町独自で５０％の補助をし合計９０％

の補助をしています。更に単独浄化槽から高度合併浄化槽への切り替えに９

万円を補助し推進していま（年間２００～２８０軒の移行で町の負担額は、

年間１．３～２．２億円） 

・合併浄化槽への移行が進むと水質はどうかということですが、大野町の水

質検査では、ＢＯＤ（生物的酸素要求量）は２．０を切っており、昨春のＢ

ＯＤは１．５で、公共下水道の水質と何ら遜色がありません。 

・合併浄化槽については、今では生涯保障制度の保険もあり、維持管理制度

もできています。また、最近の技術革新のもと新しい浄化槽もできています。

・審議会では、合併浄化槽だと公共下水道よりも建設費＋維持費で費用は余

計掛かる。としていましたが、設置時に補助を９０％しても、維持管理費は

個人負担ですので、公共下水道よりも合併浄化槽の方が市としての出費は安

価です。 

・瑞穂市の場合、設置に市独自補助金を出すと既合併浄化槽設置者との均衡

性の問題が生ずると思いますが、既合併設置者には、補助金分の額を維持管

費の補助として一括又は分割で支払う事で解決できます。 

・単独浄化槽から高度合併浄化槽への切り替えに対しては、新規に対する補

助とは別に１０万円程度の補助を（期限を切って早期切り替え者は、更に早

期奨励金制度も検討すべきです。) 

・公共下水道への接続者の使用料と合併浄化槽設置者との維持費と均衡性の

問題ですが、合併浄化槽のほうが公共下水道より高ければ、差額を維持費の

補助として年毎に出す。又は、公共下水道の使用料金を合併浄化槽の維持費

と同じとするように使用料の単価で調整する事やまたは加盟金で調整する
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事も可能ではないでしょうか合併浄化槽設置者に市独自の補助金を出すの

なら公共下水道使用者との差は考える必要がないかもしれませんが。 

※市独自に高度合併浄化糟への補助制度で、推進を図る。 

出来るだけ高度合併浄化槽化をはかり、どうしても設置出来ないエリアのみ

公共下水道とする。（下水道化を図るエリアは新規建築以外は合併化は許可

しない） 

４、公共下水道を設置する場合の方式について 

・現計画のオキシデーションデッチ法は、地盤の低い瑞穂市では水害の水の

流入に対して弱く、処理場の建物の２～３階へ上げるのは費用的に掛かる。

（プール全体を上げねばならないし、水槽の水を廻す為に動力が常に必要で

す） 

・礫間接触酸化法なら処理槽を処理場の建物の２～３階へ設置（電源も）す

れば水害にも強いし、汚水を上から流すだけなので水槽を廻す動力は必要な

い。 

・全国では、既に数多く稼働しており、近くでは三重県の伊賀市で稼働して

います。オキシデーデーション方式より維持費が安価である。また、処理場

の設置に必要な土地もオキシより狭くてすみます。 

・礫間接触酸化法は、オキシと比し窒素残留値が高いと言われますが、除去

装置を設置（装置と設置費で数千万円）すれば、安全性・維持コスト等を総

合的に考えてもオキシデーションデッチ方式よりも優れていると言えます。

・国土交通省からの補助金制度もあります。 

現計画にこだわらず、再度どんな方法が良いか、検証する必要があると考え

ます。 

５、財政上の不安をなくするためにも、計画の見直しを 

・市の計画では、建設予定費用３６０億円、内１４７億円は国の補助金です

が、償還計画の６０年で、利息の１００億円を加算すると４６０億円になり、

更に維持管理費が掛かります。 
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・市の接続率の見込みは、１０年で７０．７％３０年で８６．４%で計算し

てありますが、コミプラは１１年経過で４０％強。西部処理場は１０年経過

で６４％です。まして現在、転入・新築の家は全て合併浄化槽を設置してい

る（人ロの３５．５％）訳ですので、市の見込み接続率には、希望的観測が

大きく、正に甘い計画と言わざるを得ません。 

・今後益々高齢化世帯の増加で、公共下水道へは経済的負担で加入しない世

帯が増える事も予想されます。 

・全国的な動きとして、法的に公共下水道への接続義務をなくす事も検討さ

れているようです。審議会では、接続義務が無くなった場合を全く予想して

いません。 

・高度合併浄化槽化を主な事業として推進するならば、市の財政負担は小額

で済みますし、市債発行の必要もありません。また高度合併への切り替えが

多数になり過ぎても翌年へ繰り延べる事も出来ます。 

・接続率が低ければ、それだけ市の下水道の維持に掛かる費用が多くなり、

他の事業に廻すお金が圧迫されます。既に決めた事だからと何がなんでもこ

のまま進める事は、危険ですし、禍根を残すことに成りかねません。 

６、市民参画のもとで、計画の見直し推進を 

・最終処理場を計画している下畑の住民の圧倒的多数の方が反対しており、

今の計画をそのまま事業認可にするため県・国へ申請した場合、土地の収用

に強制執行も出来ますが、市が一部の地区とは言え、市民を強制執行するよ

うな事は絶対にしてはなりません。執行した場合には裁判沙汰になります

し、市政への市民の信頼は地に落ちます。また、市民参画どころではなくな

ります。 

・瑞穂市公共下水道全体計画の第５章『処理場候補地の選定』では、 

（４）処理場は処理区域に近い計画区域内かまたは処理区域に隣接している

事が望ましい。処理区域と離れた地点であると、幹線管路が長くなり建設費

及び維持管理費がかさむ。又、管路内での下水の腐敗などで処理効果に悪影
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響を及ぼすこともある。 

（１０）（１１）では、処理場の周辺住民の同意が得られる事。住民の合意

を得る 

ことが重要だとしています。 

・市民が納得し、子孫にきれいな水環境を残すため如何にしたらよいか？の

合意を得るために、仮称「瑞穂市汚水処理計画推進実行委員会」を結成し、

市民相互の対話を徹底し、自治会等との連携をはかり市民レベルでの合意形

成を図る必要があるのではないでしょうか。今、一度立ち止まり、協働を合

言葉とし担当部署だけでなく行政全体で再構築して頂きたく、せつにお願い

いたします。 

瑞穂市まちづくり基本条例１４条（説明及び応答の責任）では、 

１、市の執行機関は、市民に対し市政に関する事項を説明する責務をはたさ

なければなりません。、 

２、市の執行機関は、市政に関する市民の意見、提言等を尊重し、迅速に状

況を把握するとともに、これを行政運営に反映させるように努めます。 

と制定されています。 

※この３月～４月に予定されている都市計画決定の為の作業を現計画のま

ま進める事は問題がありすぎます、一時棚上げしてください。 

５ 

 瑞穂市は「広報みずほ・２０１４．９．１」に掲載された地図でも分かる

ように、長良川と揖斐川の間に位置した水環境にあり、更に伊吹山の伏流水

による地下水に恵まれて非常に上質の水を飲み、使っています。住み慣れた

人にとっては「当たり前」のように飲んでいる水道水が、外部から移り住ん

で来た人々にとっては驚きの美味しさです。 

 一方、私たちが利用した後の水の処理、すなわち下水道の環境は非常に遅

れており、公共下水道普及率は岐阜県内２１市の最下位という状況です。 

 瑞穂市は、「人口が増加している数少ない成長している自治体」です。そ

の自治体の公共下水道普及率が極めて低い、というのは今後の市の発展のた

 ご意見のとおり、市街地のすべてが将来にわたり浄化槽であった場

合、その管理を個人に任せることは放流水質などに懸念があると考え

ています。 

 市街地の汚水処理施設整備については、環境面、衛生面、利水、公

平性、効率性などから公共下水道が適していると考えております。 

 下水道の効率が低い場合は、合併処理浄化槽の計画をしており、市

街化区域は、長期的視点からは公共下水道としていますが、合併処理

浄化槽の普及状況などにより、当面は整備区域の選定を行っていく考

えでいます。 
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めにも非常に問題です。資料によれば、市でも公共下水道普及について高い

問題意識を持ち、平成２０年度瑞穂市上下水道事業審議会の答申を受け、「瑞

穂市下水道基本構想」を策定し、平成２１年度に瑞穂市公共下水道（瑞穂処

理区）の全体計画を立案して、利用該当地域への説明会も開催されました。

従って、公共下水道の早期実現が期待されましたが、それから既に６年経過

しています。早急に公共下水道の敷設工事を開始し、普及させるべきです。

 公共下水道の整備は道路整備と同じように行政がやらねばならない事業

です。もし道路を各個人が自宅前だけを負担して整備しようとすれば、道路

はきれいな部分と凸凹の部分がめちゃくちゃに混在して不便極まり無いで

しょう。 

 それと同じように下水処理も各個人に任せれば、長期的に美しい環境を保

つのは極めて困難だと思います。例えば、各個人負担による合併浄化槽の設

置であれば、先ほどの道路の例で示したように、全戸の合併浄化槽を長期に

わたって十分な性能を発揮できるように管理できるとは到底思えません。 

 平成２０年１１月の「汚水処理施設の効率的な整備・管理に関する有識者

研究会報告書」では、岩手県の例が示してあります。規定では合併処理浄化

槽の処理水質として、「ＢＯＤ２０以下」を指示しているにもかかわらず、

定期検査実施率９１％という全国４番目に高い実施率の地域、即ち環境意識

の非常に高い地域でありながらＢＯＤ２０以上の浄化槽が２０％あるとい

う事実が記載されています。これは、下水処理を個人に任せれば、如何に環

境意識が高い地域であっても、処理水質をきれい保つことは極めて困難であ

ることを物語っています。因みに公共下水道の場合には、処理水質はＢＯＤ

１５以下の規定があり、その遵守義務があります。全国の下水処理場の中に

はＢＯＤ３以下と定めているものもあるくらい処理水をきれいにしていま

す。 

 そうした意味からも公共下水道の整備は必要不可欠なのです。もちろん費

用対効果を見極めて、人口密度の高い区域には公共下水道を整備し、住宅密

 また、公共下水道整備は雨水事業も同時に行うもので、雨水排除に

対する計画も合わせて行うことで、治水安全度の向上につながるもの

と考えます。 

 ご意見の期待に沿えるように、早期に事業が進むように努めてまい

ります。 



- 11 - 

番号 意見（原文のとおり） 市の考え方 

度が低い地域では別の適切な手段を採用することも必要だと思います。しか

し、何よりもまず人口密度の高い区域に公共下水道を整備すべきです。 

 公共下水道が普及していない現時点で河川の汚れは疑いの無いものであ

ります。河川の汚れが減少して小魚があふれ、子供たちが安心して川遊びが

できる川の復活を、住みよい環境の町を目指す意味からも公共下水道の整備

は必須です。大至急公共下水道の整備に着工し、早急に普及を図るべきです。

 また、最近の技術開発では、下水処理施設から出る汚泥からメタンを生成

し、そのメタンから、今後の重要なエネルギー源と期待される水素を生成す

る技術開発も進んでいます。こうしたメタンや水素を生成するためには、あ

る程度大きな規模の処理施設が必要になると予想されます。 

 今後、教育費や高齢化に伴う福祉関連経費の増大が見込まれますが、それ

らの教育費や福祉費用に勝るとも劣らず重要なのが、この環境費としての公

共下水道整備費だと思います。 

 また、下水処理場の位置については、「広報みずほ」に記載されているよ

うに、「流れの下流域の設置が自然の摂理に従っており合理的であること」、

「処理水の放流先（五六川、犀川）に近い地区であること」、「下流域である

がゆえに、処理・放流に要するエネルギーが少なく済むこと」などの理由に

より、提案地区の選定は極めて妥当であると思います。 

 公共下水道の早期の整備を切にお願いします。 

以上

６ 

瑞穂市としては、嘗てない巨大事業の進め方は本当にこれで良いのか？“市

民が主役”市民参画の協働のまちづくりを理念とする「まちづくり基本条例」

が機能していないと強く感じます。 

先の都市計画公聴会において公述したものと重複致しますが、その後のフォ

ロー（公述事項に対する市の考え方についての協議）において、下記事項に

ついて更なる疑念拡大が払拭できません。 

①市の考え方として、公共下水道事業は関連する都市計画を優先する立場で

 瑞穂市は、岐阜都市計画区域という広域都市計画に位置しており、

岐阜都市計画との整合を図るべきであるものと考えており、その基本

的な考えの中で下水道計画への市民参画を行っていくものであると考

えています。また、都市計画事業と１０周年記念事業を同じ観点で議

論するものではないと考えています。この考えは、担当部署の考えで

はなく、市全体の考えであると認識しています。 

 今後も事業を進めていく中で、市民の方々にご説明する機会やご意
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あり、かつて協働の実績として成果を評価された１０周年記念事業（の手法）

とは同じ観点で論ずるものではないと断じています。 

この考えは、担当部署（環境部下水道課）独自の方針であり、市行政として

全体合意のものではないとされています。 

このような重要事案を、一部署の独善で進められることは妃何なものでしょ

うか。 

②広く市民参加の手段として、説明会、パプリックコメント、アンケート、

広報誌配布など出来ることはすぺて実施されましたが、市民側から出された

幾多の意見・提案が具体的に計画に反映されたものは皆無であったとのこと

です。 

これは、如何に市民参加の手段が形骸化していていたと、疑われてもやむを

得ない事実ではないでしょうか。 

果たして、何のための協働なのか、何のための基本条例なのか、著しく疑問

に思います。 

官制主導の上から目線による上位下達、「垂直統治」の極みではないでしょ

うか、 

多様性を受け入れ、持続可能な社会（ＥＳＤ）を目指して猛省を促します。

見を聴く機会を十分に設けていきたいと考えております。 

７ 

 公共下水道事業の財政計画において、現計画の１０年７０％の接続率を４

０％５０％６０％のそれぞれを算定し、実質公債比率がどうなるかを示すべ

きである。かつ、人口が減少に転じると想定している２０２５年からの接続

世帯数の減少を考慮した算定をしなければならない。 

全国でも上記の検討を進めて、大規模な公共下水道事業は断念して、「コミ

ュニティプラント」と合併浄化槽に切り替える自治体も出てきている。（例

えば神奈川県三浦市） 

 水洗化率の見込みは、下水道経営に直接影響する要素ですので、水

洗化の促進施策を導入し、財政健全化となるように努めてまいります。

財政計画シミュレーションは、事業計画策定時にその時々の情勢にあ

わせ見直しを行っていく考えでいます。 
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８ 

瑞穂市内特に旧穂積町内の市街化区域の水路は用水排水兼用です。 

毎年用水前、４月、５月に町内単位で水路清掃を行っています。私の町内の

水路は複断面化が進み、また終末の水路浄化のおかげで水路清掃活動時排出

の汚泥の量は以前に比べて減少しているように思われますが、この活動時水

路の中のヘドロをスコップで汲みながら公共下水の必要性を実感しており

ます。 

水路浄化においても用水ポンプを利用して井戸水を流しているのですがそ

の水は排水路から河川へそして岐阜県が全国に誇る清流長良川へと流出さ

せているのではないでしょうか。 

住みよい町 子孫によい環境を残すためにも下水処理場の難しい問題もあ

りますが 

早急な着工を望みます。 

 市民のみなさまには、いつも水路清掃にご協力を頂き大変感謝いた

しております。生活排水や浄化槽排水によって有機性のへどろが多く

堆積し、清掃の負担も大きく、それを軽減するため暫定的措置として

複断面化の整備がされています。 

 このような状況を根本的に解決するために公共下水道の普及そして

下水道に接続して頂く事で、水路清掃の負担はかなり軽減できるもの

と考えていますので、早期に普及するように努めてまいります。 


